平成24年1月　　日

自治体名　御中

公共施設の照明・空調設備の節電に関するアンケートご協力のお願い

· 調査主体　　

· 調査対象　　三重県内の全市町村

· 調査の背景

私どもは3月11日に起きた福島第一原発事故を契機に、エネルギーの供給・使用のあり方を変えようと活動を始めた市民グループです。全国で約150名が調査に参加しています。

· 調査の趣旨

福島原発事故では膨大な人口が被曝し、健康へのリスクが高まっています。また、損害賠償金額は4兆円から20兆円と見積もられ、原発に依存する社会のリスクが改めて明らかになりました。静岡県では、浜岡原発が想定される東南海地震に備えて停止され、関西電力でも節電要請が行われています。

一方、新たな省エネ機器の開発も進み、効率的な機器への交換をすることで、大幅な節電と、行政経費の削減が可能になっています。また、4月からは東京電力管内での電力値上げが予定され、中部電力管内でも電力料金の値上げが想定されるなど、節電への関心が高まっています。そこで、市民の税金でまかなわれている行政経費を下げ、自治体・産業界が省エネルギー・省電力型社会へ移行するために、私たちは、以下を提案します。

　

トクする節電を自治体主導で進め、産業界・家庭へ波及させ、省エネルギー・省電力型社会を作る

日本の電力使用状況は、業務用・産業用が6割を占めます。また、そのオフィスにおける電力の使用割合は照明が3割、空調が4割となっており、照明と空調の節電への取り組みが最も効果的です。

照明の節電への取り組みでは、奈良県大和郡山市（人口約９万人）の事例が特に参考になります。庁舎の照明（旧式の蛍光灯）を、高効率のHf蛍光灯に取り替えることで、年間約500万円の経費削減と、庁舎全体で23％の節電を果たし、また、取替えにかかったコストも約600万円と、1年あまりで回収しています。

また、日本の発電所は夏と冬のピーク時の電力、つまり空調需要をまかなうために、過剰な設備投資が行われれ、設備稼働率が下がり、結果として高い電力料金となっています。日本における電力料金を構造的に下げるためには、空調設備を最新式のものに更新して節電するか、最もよいのは電気に頼る方法を改めること（ガス式エアコンへの移行など。ランニングコストも割安）が求められています。

ぜひ本調査にご協力いただきたく、お願い申し上げます。なお、調査結果は当団体HPならびにマスコミを通じて、広く市民に公開いたします。
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公共施設の照明・空調設備の節電に関するアンケート　調査票

■基礎情報

	貴自治体名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	ご担当者所属・お名前
	

	電話番号
	
	E-mail
	


· 節電への取り組みについてお聞きします。

（１）基礎情報

　・公共施設はいくつありますか

　　　庁舎等　　庁舎 ／ 保育園　　園 ／ 小中学校・幼稚園　　校／　左記以外　　施設
　・上記のうち、平成8年以前に建てられた公共施設はいくつですか

　　　庁舎等　　庁舎 ／ 保育園　　園 ／ 小中学校・幼稚園　　校／　左記以外　　施設
・上記のうち、平成9～13年の間に建てられた公共施設はいくつですか

　　　庁舎等　　庁舎 ／ 保育園　　園 ／ 小中学校・幼稚園　　校／左記以外　　施設
（２）公共施設の節電のために、照明器具の切り替えを予定または実施していますか。

（実施済みまたは予定にカウントする際には、対象施設の50％以上の照明を切り替えた場合にカウント）
　　　

　　①実施済み（　　施設）　②予定（　　施設）　③予定なし

　　　

実施済みの場合はどのような対策をとりましたか

　　□高効率蛍光灯に更新（　　施設）　　□LEDに更新（　　施設）　

□その他（　　　　　　　　　　）（　　施設）

（３）公共施設の節電のために、空調設備の更新を予定または実施していますか。（ひとつに○）

（実施済みまたは予定にカウントする際には、対象施設の50％以上を更新した場合にカウント）

　　　　　　　　

①実施済み（　　施設）　②予定（　　施設）　③予定なし

実施済みの場合はどのような対策をとりましたか

　□ガス式エアコンに更新（　　施設）　　□電気式エアコンに更新（　　施設）　

□その他（　　　　　　　　　　　　　）（　　施設）

（４）節電のための機器交換に関して、実施を阻害する要因は何ですか（複数に○）
①現在の業務で手一杯　　　　　　　　　　　　②知らなかった・判断するための情報が不十分

③入札の仕様を作ることが難しい　　　　　　　④予算の承認を得ることが難しい

⑤機器の値段が更に下がるのを待ちたい　　　　⑥切り替えで業務に支障が出ることが不安

⑦予定した費用対効果が上がらないことが不安　⑧投資回収にかかる期間が長い

⑨その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（５）電気の保安業務は平成16年に自由化され、一般的な業務であれば、入札を行うことで保守費用の約10～20％が削減できます。電気の保安事業者は入札によって選ばれていますか（ひとつに○）

　　　　①入札している（手続き中含む）　　　②入札していない　　③検討中

（６）自由記述欄

